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一　はじめに
　文部科学省は，平成19年度から21年度まで，全国の小学校６年生及び中学
校３年生全員を対象にして全国学力・学習状況調査（悉皆調査）を行った。
その調査結果について，都道府県又は市町村に対し情報公開請求が出され，
それに関する判決や情報公開審査会答申が出されている。また，都道府県や
市町村が独自に行った学力調査結果の情報公開請求に関する判決もある。
　全国学力調査結果の情報公開に関する主要な論点は，公開することにより
全国学力調査事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるかどうかであった。学
校別調査結果の公開については，判例・情報公開審査会答申の結論は分かれ
ている。また，都道府県が市町村別調査結果を公開することについては，市
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町村の団体自治との関係について，問題を指摘する見解がある。
　これらの論点を整理し，私見を提示することとしたい。
二　学力調査結果の情報公開請求に関する判例及び情報公開審査
会答申の状況
１　判　例
　全国又は地方独自の学力調査結果の情報公開請求に関する判決において，
学校別調査結果を公開するかどうか（主に学校別の平均正答数及び平均正答
率が問題となる。）についての判断は次のとおりである。なお，鳥取地判平成
21年10月２日は，鳥取県教育委員会に対し，市町村別調査結果についても公
開すべきとしている。
⑴　大阪地判平成18年８月３日(1)（枚方市の独自調査）　公開
⑵　大阪高判平成19年１月31日(2)（⑴の控訴審）　公開
⑶　盛岡地判平成19年８月17日(3)（岩手県の独自調査について，花巻市に対
し市内の学校別結果を開示請求）　非公開
⑷　仙台高判平成19年12月20日(4)（⑶の控訴審）　非公開
⑸　大阪地判平成21年５月15日(5)（全国学力調査）　非公開
⑹　鳥取地判平成21年10月２日(6)（全国学力調査）　公開
⑺　大阪地判平成22年６月18日(7)（全国学力調査）　非公開
⑴　上拂耕生「中学校学力診断テストに関する情報＜大阪地裁平成18年８月３日判決＞」
季報情報公開・個人情報保護24号21頁
⑵　判例自治296号60頁
⑶　塩入みほも「小中学校学力テストに関する学校別明細情報＜盛岡地裁平成19年８月17
日判決＞」季報情報公開・個人情報保護28号28頁
⑷　LEX/DB 文献番号25421190
⑸　判タ1306号246頁
⑹　LEX/DB 文献番号25451540
⑺　判例自治340号68頁
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２　情報公開審査会答申
　全国学力調査結果の情報公開請求に関する都道府県・市町村の情報公開審
査会（以下「審査会」という。）答申（各自治体のウェブサイトから入手でき
たもの）の結論は，次のとおり分かれている。
⑴　学校別調査結果を公開するかどうか。
公　開：鳥取県審査会平成20.７.８，　埼玉県審査会平成20.12.24
　　　　南足柄市審査会平成20.７.11，　春日井市審査会平成20.11.10
　　　　相模原市審査会平成20.11.27，　横浜市審査会平成22.３.５
　　　　〔備考１：小規模学校は，例外的に非公開とする例が多い。〕
非公開：大阪府審査会平成21.６.15，　京都府審査会平成21.11.25
　　　　神奈川県審査会平成21.９.10，　岐阜県審査会平成21.11.18
　　　　名古屋市審査会平成22.２.23，　岡山県審査会平成22.４.28
　　　　島根県審査会平成22.５.12
⑵　市町村別調査結果を公開するかどうか。
公　開：鳥取県審査会平成20.７.８，　埼玉県審査会平成20.12.24
　　　　大阪府審査会平成21.８.３，　京都府審査会平成21.11.25
　　　　岡山県審査会平成22.４.28，　島根県審査会平成22.５.12
　　　　〔備考２：学校別結果を非公開とする答申では，市町村内に学校が１校
しかない場合などは，例外的に市町村別結果も非公開とする例が多い。〕
非公開：神奈川県審査会平成21.９.10，　岐阜県審査会平成21.11.18
　　　　〔備考３：神奈川県は，市町村名を明らかにしない形で市町村別結果
を公開している。〕
三　学力調査結果の情報公開請求に関する事案及び判決の概要　
< 大阪地判平成22年６月18日 >
　都道府県に対する全国学力調査結果の情報公開請求においては，市町村別
調査結果と学校別調査結果の両方について公開するかどうかが問題となる。
市町村に対する全国学力調査結果の情報公開請求においては，学校別調査結
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果について公開するかどうかが問題となる。本稿三では，都道府県に対する
情報公開請求に関する判決のうち，大阪地判平成22年６月18日を詳しく紹介
し，四以下において，他の判決や審査会答申について，論点に関連する部分
を取り上げ検討する。
（一）　事案の概要
１　情報公開請求と大阪府教育委員会による非開示決定
　文部科学省が全国の小学校６年生及び中学校３年生を対象にして行った平
成19年度及び平成20年度全国学力・学習状況調査（以下「本件調査」とい
う。）に関し，平成20年８月31日，大阪府住民であるＸが大阪府情報公開条例
（以下「本件条例」という。）に基づいて，大阪府教育委員会（Ｙ）に対し，
本件調査結果のうち，市町村及び学校別データ（学力調査部分のみ）の行政
文書（以下「本件情報」という。）の公開を請求した。Ｙは，平成20年９月16
日，本件条例８条１項４号該当を理由として本件情報の一部を非公開とする
決定をしたため，Ｘがその取消しを求めた。このとき非公開とされた情報は，
各市町村教育委員会及び各小学校・中学校に係る児童・生徒数，平均正答数
及び平均正答率の各欄等であった。
２　大阪府教育委員会による一部開示への変更
　しかし，大阪府情報公開審査会は，平成21年６月15日，Ｘとは別の請求者
が行った本件情報に係る部分公開決定に対する異議申立てに関し，市町村別
の児童・生徒数，平均正答数及び平均正答率（市町村内に小学校又は中学校
が１校しかない場合は，当該市町村を除く。）等を公開すべきと答申した。Ｙ
は，この答申を契機として従来の方針を変更し，平成21年11月11日，答申で
公開すべきとされた部分を公開する旨の決定を行った。これにより，最終的
に本件府教委文書のうち公開されなかった部分は，①学校別の平均正答数及
び平均正答率が記録された部分（別紙２の１から４までの黒塗り部分，以下
「学校別調査結果」という。），及び②小学校又は中学校が１校しかない市町
村に係る市町村別の平均正答数及び平均正答率となった。
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　< 大阪府情報公開条例８条１項４号の規定 >
　第８条第１項　実施機関（公安委員会及び警察本部長を除く。）は，次の各
号のいずれかに該当する情報が記録されている行政文書を公開しないことが
できる。
　四　府の機関又は国等の機関が行う取締り，監督，立入検査，許可，認可，
試験，入札，契約，交渉，渉外，争訟，調査研究，人事管理，企業経営等の
事務に関する情報であって，公にすることにより，当該若しくは同種の事務
の目的が達成できなくなり，又はこれらの事務の公正かつ適切な執行に著し
い支障を及ぼすおそれのあるもの
（二）　判決の要点
○学校別調査結果の事務執行支障情報該当性について
　学校別調査結果が個々の学校名を明らかにして公開されるならば，当該学
校が自ら自校の結果を公表しない限りこれを公にされないという実施要領の
定めを信頼して全国学力調査に参加した参加主体（各都道府県教育委員会及
び市町村教育委員会）に混乱を引き起こし，全国学力調査ないし当該調査に
係る国（文部科学省）の施策そのものに対する信頼を損なうおそれがある上，
上記のような態様で学校別調査結果を公にすることによる序列化，過度な競
争等の様々な弊害の発生が危惧されており，これを理由とする市町村教育委
員会や学校の反対も根強いことも考慮すると，将来，全国学力調査において，
多くの市町村教育委員会等の協力を得られなくなるおそれがある（過去の全
国学力テストの実施においても，教育現場において激しい抗議行動がみられ
たことは広く知られているところである。）ほか，学校間の序列化や過度な競
争の結果として全国学力調査の結果に児童生徒の学力・学習状況が正確に反
映されない事態が生ずるおそれがあり，しかも，これらのおそれは一般的，
抽象的な可能性や危惧感にとどまらず，十分に根拠のあるものということが
できる。
　そして，上記のような事態に陥れば，国（文部科学省）は，全国学力調査
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を通じて，全国の児童生徒の学力・学習状況等を漏れなく，かつ，正確に把
握することができなくなり，その結果，児童生徒の学力・学習状況の分析に
基づいて教育及び教育施策の成果と課題を検証し，その改善を図ることが不
可能ないし著しく困難となり，また，各地方公共団体（教育委員会）におい
ても，国（文部科学省）から提供を受けた調査結果に基づいて全国的な状況
との関係において自らの教育及び教育施策の成果と課題を把握し，その改善
を図ることが不可能ないし著しく困難となって，全国学力調査の目的の達成
に支障が生じるにとどまらず，全国学力調査を実施する意義そのものを没却
することにもなりかねない。
四　論点１―学校別結果の公開に関して
１　公開することが全国学力調査事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるか。
１.１　上記訴訟において大阪府教委が主張する支障は，次の４点である。
　①　序列化のおそれ
　「学校別に序列化することが直ちに可能になり，序列が低位となる学校で
学ぶ児童生徒は，不公平感や劣等感を抱くなど学習そのものへの悪影響が予
想され，また，他の地域からの恣意的な評価や格付けによるいわれなき差別
を受けるおそれもある。」
　②　過度な競争が生じるおそれ
　「平均正答率を上げるために特定の教科を重視した偏った指導が行われた
り，それら特定の教科に慣れさせるためのテストや過去のテストを事前に頻
繁に実施したりするなどの過度な競争の弊に陥るおそれがあり」
　③　市町村又は学校の協力が得られなくなるおそれ
　「各市町村教育委員会は，府教委が調査結果の公表について実施要領の定
めに従うとの信頼のもとに，自主的に本件調査に参加していることから，…
…個々の学校名を明らかにした公表を行った場合は，市町村教育委員会との
信頼関係を損ない，市町村教育委員会が……同調査に協力しない事態が生じ
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る可能性があり」
　④　調査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ
　一つは，②のような過度な競争に陥る結果，「普段の教育に基づく学力・学
習状況を把握するという本件調査の目的が達成されず」，もう一つは，③のよ
うに「市町村教育委員会が……同調査に協力しない事態が生じる可能性があ
り，そうなっては全国学力調査が目的とする正確な情報が得られなくなり，
全国的な状況が把握できなくなる」おそれ
１.２　文部科学省が定める実施要領の定め
　文部科学省が定める「平成20年度全国学力・学習状況調査実施要領」（平成
19年11月14日付け文部科学事務次官通知）によると，「７⑷結果の取扱いに関
する配慮事項」の中で，調査結果の公表について，次のように述べている（こ
の部分は，「平成19年度全国学力・学習状況調査実施要領」でも同様である。）。
〔１〕文部科学省が公表する内容以外の情報について，文部科学省は，行政
機関の保有する情報の公開に関する法律第５条第６号の本文……を根拠とし
て，不開示情報として取り扱うこととしていること。
〔２〕……都道府県教育委員会が個々の市町村名・学校名を明らかにした情
報を公にした場合又は市町村教育委員会が個々の学校名を明らかにした情報
を公にした場合，その性質上，本調査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あること。また，その具体例としては，次に掲げるおそれが挙げられること。
　ア　本調査の実施については，序列化や過度な競争につながらないよう特
段の配慮が必要であることについて，国会，審議会等において議論が行われ
たところであり，それらの議論を踏まえて作成した実施要領の趣旨に反して，
都道府県教育委員会が個々の市町村名・学校名を明らかにした情報を開示
し，又は市町村教育委員会が個々の学校名を明らかにした情報を開示するこ
とにより，本調査の実施方法に対する国民の信頼が損なわれるおそれ。
　イ　市町村教育委員会等は自らの判断で本調査に参加しているところ，一
部の都道府県教育委員会が個々の市町村名・学校名を明らかにした情報を開
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示し，又は一部の市町村教育委員会が個々の学校名を明らかにした情報を開
示することにより，次年度以降市町村教育委員会等からの協力が得られなく
なるなど正確な情報が得られない可能性が高くなり，結果として全国的な状
況を把握できなくなるおそれ。
１.３　「事務の遂行に支障を及ぼすおそれ」の解釈
　平成８年の行政改革委員会の「情報公開法要綱案の考え方」によると，情
報公開法５条６号の「適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」について，「「支障」
の程度は名目的なものでは足りず実質的なものが要求され，「おそれ」の程度
も単なる確率的な可能性ではなく法的保護に値する程度の蓋然性が当然に要
求されることとなる。」と述べている(8)。学説においても，同様に説明されて
いる(9)。
１.４　学校別結果を公開しても支障を及ぼすおそれがないとする判例
１.４.１　鳥取地判平成21.10.２の要点
　平成19年度の全国学力調査結果の情報公開請求について，学校別結果を公
開しても支障を及ぼすおそれがないとする判決として，鳥取地判平成21.10.
２がある。判決の要点は次のとおりである。
　「鳥取県内の全市町村教育委員会は，本件条例改正（筆者注・下記１.４.２
の②）により公文書開示請求がなされれば改正後の本件条例９条２項７号に
該当する情報を除き学力テストの市町村別・学校別結果が公開されることに
なるのを十分に認識しながら，平成21年１月には，同年４月に実施される平
成21年度の学力テストに参加する方針を決定している。」……
　「そうすると，本件非開示決定がなされた当時においても，本件条例に基
づき本件公文書を開示することによって，鳥取県内の市町村教育委員会等が
⑻　総務省行政管理局編『詳解情報公開法』（財務省印刷局，2001年）480頁
⑼　宇賀克也『新・情報公開法の逐条解説（第５版）』（有斐閣，2010年）104頁。松井茂記
『情報公開法（第２版）』（有斐閣，2003年）278頁
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次年度以降の学力テストに参加協力しなくなるという事態が生じる蓋然性が
あったとはいい難い。」
　「また，序列化や過度な競争が生じるおそれについても，以下のとおり，
抽象的主観的なものにとどまるものといわざるを得ない。すなわち，……平
成14年度から平成18年度にかけて５回にわたり実施された県基礎学力調査に
ついて，市町村別の結果が被告の開設するホームページ上で公開されており，
また，学校別の結果についても，非公開情報として取り扱われておらず，現
に複数の市町村において公開されてきたが，これまでその結果の公開により
序列化や過度な競争が生じたという指摘や報告は一切なされていない。」
１.４.２　判決の背景
　このような結論になったのは，次のような鳥取県独自の事情があったこと
がかなり影響していると思われる。すなわち，①平成14年度から平成18年度
にかけて実施された県独自の基礎学力調査について，学校別の結果について
も，非公開情報として取り扱われておらず，現に複数の市町村において公開
されてきたこと。②鳥取県情報公開条例は，平成20年12月26日の改正で次の
条文が追加された。「第18条の２　全国学力調査〔（　）内略〕の開示決定を
受けた者は，この条例の目的及び第４条の規定の趣旨を踏まえ，成長段階に
ある児童等の心情に配慮し，特定の学校又は学級が識別されることにより学
校の序列化，過度の競争等が生じることのないように当該全国学力調査情報
を使用しなければならない。」これは，学校別結果について情報公開請求があ
れば公開することを前提に，その情報の使用について配慮義務を規定したも
のである。
２　学校別結果を公開することのメリットについて
　情報公開制度では，法又は条例の定める非公開事由に該当しない限り公開
すべきものであり，単に公開のメリットとデメリットを比較して判断するも
のではないが，大阪府条例の「事務の公正かつ適切な執行に著しい支障を及
ぼすおそれのあるもの」かどうかを判断する際，「公正かつ適切な執行」の判
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断において公開することの公益性を斟酌することもある(10)。また，公開のメ
リットが大きければ「公益上の理由による裁量的開示」（情報公開法７条。自
治体の情報公開条例でも同様の規定を置く例が多い。）も可能である。
２.１　学校選択に関する規制改革会議答申
　規制改革会議（内閣府）「規制改革推進のための第２次答申」（平成19年12
月25日）は，次のように，学校毎の結果を公表し学校選択のために使うこと
を正面から肯定している。
「④　全国学力・学習状況調査における学校毎の結果公表等
【問題意識】
　平成19年４月24日に実施された全国学力・学習状況調査の調査結果が平成
19年10月24日に文部科学省から公表された。
　調査結果の公表にあたっては，文部科学省が，学校独自の判断で自校の結
果を公表することは認めたものの，都道府県教育委員会に対し域内の個々の
市町村名や学校名を明らかにした公表をしないように求めるとともに，市町
村教育委員会に対しても域内の個々の学校名を明らかにした公表をしないよ
うに求めた結果，多大な公費が投入されたにも係わらず，それに見合う情報
が納税者である国民に公開されていない。
　学力調査結果はあくまでも個別の学校に関する情報公開の一環として学校
選択のための基本情報となるものであり，教育サービスを受ける学習者及び
納税者に対する説明責任の観点からも各学校の学年，学級，教科等毎の結果
を公表すべきと考える。また，噂や風評に依らない学習者の公正な選択を促
すために，学力調査結果を含めた客観的な情報を十分に公開し，その一方，
望ましい評価が得られなかった学校に対しては様々な教育支援を並行して行
う必要がある。」
⑽　宇賀克也・前掲注９）104頁では，情報公開法５条６号の「事務又は事業の適正な遂
行」の「「適正」という要件を判断するに際しては，開示のもたらす支障のみならず，開
示のもたらす利益も比較衡量しなければならない。」と述べる。
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２.２　調査結果を公表し活用している実際の例
　調査結果を公表し活用している実際の例について，全国学力調査ではなく
都道府県又は市町村独自調査の例であるが，仙台高判平成19年12月20日の中
で，次のように述べている。
　「広島県三次市では，児童生徒数が５人以下の学年を除き，調査結果を学
校別，学年別，教科別に公表しているが，同市教育委員会は，公表すること
により保護者を始め市民全体に学校教育に対する関心が高まり，各学校の教
育内容が向上しているとしている。また，和歌山県では，学校別の調査結果
を公表しているが，同県教育委員会は，学校別の調査結果を公表するねらい
として，学校間の実践交流をよりいっそう促進することを挙げ，他の成績優
秀な学校の取組を学ぶことにより，自校の指導改善につなげることを意図し
ているとしている。大分県では，各教科ごとに８ないし10項目ある観点等の
平均到達度がすべて目標値に到達している学校名を公表しているが，同県教
育委員会は，公表した理由として，各学校が他校の成果を参考にして，自校
の学力向上に活用することができること，教職員，児童生徒が学力向上につ
いて意欲をもって取り組むことができること，学校・家庭・地域が一体と
なって，学力向上に取り組む機運を高めることができることを挙げている。」
２.３　全国学力・学習状況調査の結果を学校毎に公表することに関する保
護者アンケート結果(11)
　内閣府が平成21年１月に実施した学校教育に関する保護者アンケートにお
いて，「全国学力・学習状況調査の結果を学校毎に公表することについてどの
ようにお考えですか。」という問につき，「学校毎の結果を公表すべき」67.3%，
「学校毎の結果を公表すべきでない」10.5%，「わからない」21.5%となって
おり，多くの保護者が結果を公表すべきと考えている。
⑾　内閣府「学校教育に関する保護者アンケート」（平成21年３月）規制改革会議（平成21
年６月５日資料）（アクセス2013年11月18日）
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３　公開により全国学力調査事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるという
判例・審査会答申
３.１　①，②の具体的なおそれ（前記四１.１）があるという見方及び実例
　過度な競争が生じていると思われる実際の例について，全国学力調査では
なく都道府県又は市町村独自調査の例であるが，仙台高判平成19年12月20日
の中で，次のような例が報道されていると述べている。
　「広島県三次市の平成17年度に実施した学力調査において，ある中学校の
教務主任が途中退席した生徒の答案用紙の未解答部分に答を書き込んだ，あ
る小学校の校長が受検した児童の約半数の答案用紙につき誤答を正答に書き
換えた，ある学校ではテスト対策のため前年度に出題された問題と同一問題
で模擬試験を事前に行っていたなどの事実が次々に発覚し，新聞等に多数掲
載された。また，東京都足立区教育委員会では，学力テストの調査結果につ
いて学校別の結果を公表していたが，同区教育委員会が実施した平成18年度
の学力テストにおいて，障害のある児童３人を採点から外した小学校や試験
中に校長と教員が児童の答案を指さして誤答に気付かせたり，前年の問題を
不正にコピーし，児童に繰り返し練習させたりし，そのため，前年は区内小
学校72校中44位であったが，平成18年度は１位になった小学校があったこと
が大きく報道され，同区教育委員会は，『序列に注目するような公表方法は改
め，今後は順位を出さないようにしたい。』との見解を示した。」
３.２　地域の実態を具体的に検討して判断する例
　仙台高判平成19年12月20日では，公開請求の対象となった花巻市の小中学
校の状況について，次のように具体的に検討している。
　「前記１で認定した花巻市の小中学校の状況，すなわち，花巻市には小規
模な学校が多く，平成18年５月１日現在の市立小学校26校，市立中学校12校
のうち児童生徒数が１名以上５名以下の学年が22学年，７校に存在し，１学
年１学級という学級も85学級，18校に存在することや，就学指導委員会にお
いて「特殊学級適」と判定された児童生徒のうちかなりのものが普通学級を
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選択したほか，「要観察」との判定を受けた児童生徒も数多くいることにかん
がみるならば，花巻市の学校別の調査結果を公表することによって，とりわ
け小規模学校においては，特定の児童生徒の学力や特定の地域の児童生徒の
学力が明らかにされるおそれが強く，例えば，あの地域の子は問題があると
いった評価を招きかねないし，「特殊学級適」と判定された児童生徒には普通
学級を選択させないといった児童生徒の能力を理由にした差別的取扱いを助
長させることにもなりかねないものと思われる。調査結果の公表は，小規模
学校の多い地域にあってはより多くの弊害をもたらすものと思われる。」
　また，大阪府審査会平成21.６.15答申(12)においては，次のように述べてい
る。「審査会において，本件行政文書を見分したところによれば，都道府県別
や府内市町村別の数値のばらつきが，平均正答率の最上位と最下位とで見て，
概ね10～20ポイント程度であるのに対し，府内の学校別のばらつきは，相当
大きく，学校別の平均正答率等については，下位の学校の児童・生徒が，自
らの属する学校や地域について無用の劣等感を持ち，学習意欲を減退させる
など教育活動に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められ，……公開しな
いことができる。」
　岡山県審査会平成22.４.28答申(13)においても，次のように述べている。「当
該情報（筆者注：学校別調査結果）は学校ごとの学力調査の結果を端的に示
すもので，現実に各学校の数値等にはかなり開きがあり，これが一律に公表
等されれば，小中学校が容易に序列化されてしまうおそれは否定できない。」
（中略）「下位の学校の児童生徒が，自らの属する学校について無用の劣等感
を持ち，学習意欲を減退させたり，これらをめぐって児童生徒の間に差別の
感情やいじめが生じることが懸念され，また，小中学校の学区との関係から，
上位の学校と下位の学校との格差が地域的な偏見に結び付いてしまうことも
考えられる。」
⑿　大阪府情報公開審査会答申（大阪府ウェブサイト）http://www.pref.osaka.jp/
attach/20/00018944/toshin169.pdf（アクセス2013年８月20日）
⒀　岡山県行政情報公開・個人情報保護審査会答申（岡山県ウェブサイト）http://www.
pref.okayama.jp/uploaded/life/13046_327909_misc.pdf（アクセス2013年８月20日）
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４　昭和30年代の全国学力調査の際の問題について
　全国学力調査は，昭和41年度以後41年間実施されなかったが，平成19年度
から実施することに関する議論では，昭和30年代の全国学力調査の際の混乱
を引き起こさないかが議論になった。
　昭和30年代の全国学力調査は，小学校では昭和31～41年に５～20％抽出調
査で実施された。中学校では昭和31年から35年は５％の抽出調査，36～39年
度に悉皆調査（５教科）で，実施された。また，高校では昭和31年から37年
に５％の抽出調査が実施された(14)。
　日教組は昭和36年の悉皆調査の実施に対し強力な反対闘争を展開し，少な
からぬ地域で実力で実施を阻止しようとし，社会問題になった。当時の日教
組の主張は，「旭川学力テスト事件」の上告趣意書によると，次のようなもの
であった。「昭和36年10月文部省によって突然強行された全国中学校一せい学
力調査は，戦前戦中にすら例を見ない，国家権力による学校現場の教育実践
に対する強権的介入，干渉であった。……このことは，地方自治の侵害の面
を含むとともに，とくに教育面においては，学問の自由（憲23条）教育を受
ける権利（憲23条）を侵害し，ことに教育基本法によって確立せられている
教育の目的（１条），方針（２条）教育行政の目標と限界（10条）等，教育に
関する基本原則を蹂りんするものであることを意味した。」(15)
　他方，学力調査の点数をめぐり，都道府県別順位が報道され（文部省は公
表していない(16)），各県が学力日本一を競い，各学校でテスト準備教育が行
われたと言われている(17)。
⒁　判例時報の「旭川学力テスト事件上告審判決」（最大判昭和51年５月21日）の解説部分
（判時814号33頁）
⒂　判時814号48頁
⒃　文部省「全国学力調査についての補足説明」（昭和39.10.14）に，次のような文があ
る。「学力調査の問題は，学習指導要領に照らして慎重に作成しており，特別の準備を必
要とするような問題は出していないのであって，このための準備をするとか，成績のコ
ンクールなどは調査の趣旨に反するものである。文部省での結果発表も，個々の県，市
町村，学校等の成績を発表せず，教育委員会も個々の市町村や学校の成績を発表してい
ないのも，この趣旨によるものである。」（戦後日本教育史料集成編集委員会編『戦後日
本教育史料集成』第８巻「能力主義教育の展開」（三一書房，1983年）196頁）
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　昭和40，41年度は，小・中学校とも20％抽出調査になり，文部省は昭和41
年11月に，今後はおおむね３年に１度実施する方針を発表した(18)が，その後
は実施されなかった(19)。
５　公開が全国学力調査事務の遂行に支障を及ぼすおそれについての整理と
私見
５.１　学校別結果を開示している事例の状況とその評価「①　序列化が生じ
るおそれ」及び「②　過度な競争が生じるおそれ」の具体的なおそれは
ないという見方について
　鳥取地裁判決の場合，平成14年度から平成18年度に県独自の学力調査を実
施し，学校別の結果を公開していたが，序列化や過度な競争が生じていない
ことを根拠としている。しかし，これは鳥取県特有の事情であり，これを根
拠に他の地域でも序列化や過度な競争が生じないとは言い切れないと考えら
れる。
　また，埼玉県審査会平成20.12.24答申(20)は，埼玉県内の３市町，宇都宮
市，東京都墨田区などは，「学校別の結果も公表しているものの，序列化や過
⒄　日教組は，昭和39年に「香川・愛媛「学力調査問題」学術調査団」を派遣した。同年
６月の報告では，次のような過度の競争や成績をあげるための不正があったと述べてい
る。
　「香川・愛媛では，思い違った目標に向かって，「学テ日本一のタイトル防衛」「追いつ
け，追いこせ，打倒香川」と常軌を逸した努力をしている。多くの学校では，前学年の
復習を主としている。香川の中学校では１日９時間，小学校で１日７時間と朝の７時か
ら夜６時までという学校も生まれている。」
　「学テ成績をあげるためにいろいろな不正手段が行われている。……管理主事などが，
いろいろな手段をサゼッションをし，テスト当日の不正手段も行われている。いわゆる
クラスのお客さまを休ませる。教師が手でおさえてそっと知らせる。解答をわきにかか
えて歩く。」（戦後日本教育史料集成編集委員会編・前掲注14）193，194頁）
⒅　戦後日本教育史料集成編集委員会編・前掲注16）196頁
⒆　その後実施されなかった理由についての資料を筆者は見出していないが，昭和41年の
３年後の昭和44年は，大学紛争が全国の大学に広がっていた時期であり，文部省におい
て学力調査が実施できる状況になかったものと推測される。
⒇　埼玉県情報公開審査会答申（埼玉県ウェブサイト）http://www.pref.saitama.lg.jp/
site/j-tousin/20-135.html（アクセス2013年８月20日）
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度な競争が起きている事実は確認できていない。」として，①，②の「おそ
れ」は，学校別結果の開示により生ずる具体的なおそれとは認められない，
としている。
　しかし，一部の地域で学校別の結果を公表した結果として序列化や過度な
競争が起きている事実は確認できないということであるが，マスコミ報道な
どでそのような事実が報道されておらず，また自治体の担当者がそういう事
実は確認していないというだけで，一般に①，②の事実が生じていない，あ
るいは将来生じるおそれがないと言えるのであろうか。各地域においては，
それぞれの地域の社会的事情，学校の規模，児童生徒の構成や実態等の実情
を具体的に検討し，判断すべきであろう。なお，そのようなおそれはないと
した埼玉県審査会答申の結論も，おそらく，埼玉県の地域や学校の実情につ
いて，答申には書かれていないことも含め考慮の上判断されたものであろう。
５.２　保護者の学校選択との関係について
　内閣府が平成21年１月に実施した前述の学校教育に関する保護者アンケー
ト結果に関し，大阪地判平成22年６月18日は，次のように述べている。
　「公表に賛成する保護者のうち55.1%が，学校別調査結果を公表すべきで
あると考える理由として，「学校毎の結果は学校選択のための基本情報のひと
つだから」と回答していることからしても，……その調査結果を我が子の学
校選択に活かしたいという意識を有していることがうかがわれるのであっ
て，保護者の意識としては理解し得るものの，学校間の序列化やこれに伴う
過度な競争のおそれは，このような保護者の意識からも大いに危惧されると
いうべきである。」
　学校選択制を取っている地域では，取っていない地域に比べ，学校別調査
結果の公表により，学校間の序列がより強く意識されると思われる。そのこ
とが個々の学校教育の改善に向けた健全な競争を生み，全体として学校教育
の改善につながるならば，望ましいと言えよう。しかし，学校別調査結果の
良し悪しは，地域の社会的条件や，児童生徒の資質，家庭環境等，当該学校
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の努力によって決まるものではない別の事情も大きな要因となると思われ，
このような場合には，選択されない学校の教育水準が低下し，その結果ます
ます選択されなくなるという悪循環に陥るおそれがある。そうなると，学校
間の序列化やこれに伴う過度な競争の悪い面が増幅される結果となるおそれ
が強い。
　このように，学校選択制を取る地域においては，取っていない地域に比べ，
弊害が増幅されるおそれがより強いと考えられる。
５.３　序列化や過度の競争は調査の実施自体が顕在化させるものであって，
結果の開示によって引き起こされるものではないとの見方について
　埼玉県審査会平成20.12.24答申では，市町村別結果及び学校別結果を開示
することにより，序列化や過度の競争を煽るおそれがあるという実施機関の
主張について，「それが仮にあったとしても，それは本件調査の実施自体が顕
在化させるものであって，調査結果の開示（公表）によって引き起こされる
ものであるとはいえない。」と述べる。同答申は，結論として「開示すること
により生ずる具体的なおそれとは認められない」と述べているので，調査の
実施自体が序列化や過度の競争を顕在化させていると認めているわけではな
く，開示だけを問題視される理由はないという趣旨であろう(21)。
　これに関し，宋峻杰は，同答申の上記部分を引用し，「教育現場に対し予想
される諸々の悪影響を解決する根本的な原因は学校別の開示非開示の問題に
あるのではなく，本件調査が実施されることこそには問題がある」と主張し
ている(22)。
　思うに，「序列化や過度の競争は調査の実施自体が顕在化させるものであ
る」というなら，これに対する対応は，次のいずれかになるであろう。①序
列化や過度の競争を顕在化させることは好ましくないので，調査自体をすべ
　磯部哲「全国学力調査結果非公開決定処分取消請求事件―大阪地判平成22年６月18日
判例自治340号68頁」自治総研404号68頁（2012年）
　宋峻杰「一情報公開事例から問われる新・全国学力調査の適法性」北大法学論集61巻
４号180頁（2010年）
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きでない，あるいは悉皆調査だから顕在化させることになるので，抽出調査
にすべきである。②序列化が実態としてあるのであれば，それは国民の判断
材料として公開し，そのような問題を改善するための方策は別途考えるべき
である。
　①に対しては，学力の実態把握自体の必要性，有益性は，OECD の国際比
較調査などを見ても明らかである。また，全国学力調査が単に実態把握のみ
を目的としているのではなく，これが各教委・各学校が学力向上に努力する
契機になることも目的としていると考えられる。このことは，再び悉皆調査
を実施した平成25年全国学力調査の結果まとめが，各地域の学力向上に向け
た努力の成果を強調していることからも窺える(23)。学力向上に努力する契機
になることの有益性も肯定してよいと思われる。
　②に対しては，序列化を改善するための方策を別途考えることも必要であ
るが，調査結果の情報公開の制限も，序列化や過度の競争の弊害を防止する
上で有効な方法である。
　大阪地判平成22年６月18日では，原告の「本件調査の実施自体が顕在化さ
せるものであって，調査結果の開示（公表）によって引き起こされるもので
あるとはいえない。」との主張に対して，「たとい府教委が学校や教職員に対
する指導を徹底し，大阪府民に本件調査の意義や目的を周知するなどしても，
学校間の序列化や過度の競争が生じるおそれや，これに伴う様々な弊害をす
べて防止できるとは考え難い。」と述べている。
　学力調査の実施による序列化や過度の競争の防止は，調査結果の開示（公
表）だけの問題ではないであろうが，学校や教職員に対する指導，調査の意
義や目的の周知とともに，結果公表の制限等種々の手段により総合的に対処
すべきものと考えられる。
　文部科学省が発表した「平成25年度全国学力・学習状況調査の結果について（概要）」
（平成25年８月27日）（国立教育政策研究所ウェブサイト，アクセス2013年11月５日）で
は，高知県で学力向上の取組をした結果，成果が表れていることなどを例に，過去の調
査で平均正答率が低かった都道府県について改善傾向が見られることを強調している。
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五　論点２―市町村別調査結果の公開に関して
１　都道府県が市町村別調査結果を当該市町村の判断にかかわらず公開する
ことが，市町村の団体自治との関係で問題にならないか。
　「団体自治」とは，法人として国から独立した法人格をもつ団体の存在を
認め，公共的な事務をその団体の事務とし，その団体自らの機関の手により，
その責任において処理することである（法律学小辞典　第４版補訂版）。
　この点について，島根県審査会平成22.５.12答申(24)の中で，実施機関が次
のような主張をしたと述べられている。「島根県内の21市町村のうち11市町村
は，これまでの全国学力・学習状況調査の結果を自らの判断で公表していな
い。それにもかかわらず市町村の結果を県が公表することは，重大な裏切り
行為である。このような行為を県教育委員会が行うことは，市町村教育委員
会の事務の遂行を阻害するものであり，地方分権や地方自治の理念にも著し
く反するものである。」
　同答申の「審査会の判断」においては，市町村別結果の開示について，地
方自治の理念との関係には直接には触れず，「市町村別の結果を公開しても，
次年度以降市町村等の協力が得られなくなる可能性が高いとは言えず，又参
加しない市町村が出てくるとしても，これまでの県調査の結果公表から説得
できる余地があると認められるので，今後の調査に著しい支障が生ずるおそ
れがあるとは言い難い。」と述べている。
　神奈川県審査会平成21.９.10答申(25)は，個々の市町村名が特定され得る情
報を除き，各市町村の公立学校全体の結果を開示すべきとしている。その理
由を次のように述べている。
　「県教育委員会が市町村教育委員会に対して行った，調査結果の公開に関
　島根県情報公開審査会答申（島根県ウェブサイト）http://www.pref.shimane.lg,jp/
admin/pref/johokoukai/koukai_hogo/koukai/shinsakai/toushin.data/toushin77.pdf（アク
セス2013年８月20日）
　神奈川県情報公開審査会答申（神奈川県ウェブサイト）http://www.pref.kanagawa.jp/
uploaded/attachment/58315.pdf’（アクセス2013年９月10日）
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する意向照会の結果は，すべての市町村教育委員会が，県教育委員会が調査
結果の公開を行うことについて否定的意向を有している，というものであっ
た」ことなどから，「市町村教育委員会は，県教育委員会が調査結果の公開に
ついて本件要領に基づき対応することを前提として，本件調査への参加の可
否を判断しているものと認められ」る。
　続いて，「エ　各市町村における公立学校全体の状況に関する調査結果につ
いては，市町村教育委員会が自主的に公表している場合，情報公開審査会の
答申の趣旨を踏まえ公表した場合のほか，複数の市町村教育委員会が，情報
公開審査会から公開すべきと答申されたにもかかわらず，当該調査結果を公
表しないという判断を行っていることが認められる。（中略）
　また，市町村教育委員会が，自ら各市町村における公立学校全体の状況に
関する調査結果を公表している場合においても，調査結果を踏まえた取組を
併せて記載するなど，その公表方法は様々である。
オ　以上のような状況において，県教育委員会が本件行政文書を公開すれば，
市町村教育委員会との信頼関係が損なわれるとともに，市町村教育委員会が，
本件調査への参加を断念する場合もあると考えられる。
カ　本件調査における県教育委員会の主な役割は，域内の市町村教育委員会
に対して指導，助言，連絡等をするなど調査に協力する，というものである。
一方，市町村教育委員会は，本件調査への参加の可否，調査結果の公表方法
等について，基本的な参加主体としての判断を求められている。
　このような本件調査の性質にかんがみると，県教育委員会が本件行政文書
を公開することによって，市町村教育委員会との信頼関係が損なわれ，市町
村教育委員会が本件調査への参加を断念する事態が予想されることは，本件
調査に係る事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものと認
められる。」
　学説においても，磯部哲は，大阪地判平成22年６月18日の考察の中で，次
のように述べている。
　「各市町村・各学校が自らの判断で，地域社会・保護者らに対して説明責
全国学力調査結果の情報公開に関する判決及び情報公開審査会答申の論点
20
323
??
任を果たすことが重要であるとすれば，他の何人（都道府県教育委員会を含
む）によってもその機会を邪魔されてはならないといえる。都道府県レベル
でいきなり市町村別・学校別の調査結果を開示されては，『市町村教委及び各
学校が，それぞれの判断で自らの結果を公表する機会を奪うおそれ』が生じ
ることは否定できないのではないか。」(26)
２　考　察
２.１　情報公開請求の対象文書が，第三者の作成に係るものである場合の公
開について
　情報公開制度では，ある情報がどこで作成されたかにかかわらず，公開請
求を受けた機関が，当該機関の情報公開について定める法又は条例に規定に
従って判断すべきものであるとの考え方に立つものと考えられる。例えば，
那覇防衛施設局長が海上自衛隊の対潜水艦作戦センターを那覇市内の自衛隊
基地に建設するため那覇市に提出した建設計画通知書について，那覇市に対
し開示請求があった例で，開示するかどうかは那覇市情報公開条例の規定に
従い判断することが前提とされている（那覇地判平成７.３.28判時1547号22
頁，上告審・最判平成13.７.13判例地方自治223号22頁）。
２.２　学力調査の市町村別結果を都道府県教委が開示すること
　学力調査の市町村別結果をＡ県が保有している場合は，当該文書がＡ県情
報公開条例に照らし公開するかどうか判断すべきであるということになる。
都道府県教委が市町村別の調査結果を開示した場合，市町村教委が，それぞ
れの判断で自らの結果を公表する機会を奪うことになるが，そのことがＡ県
情報公開条例のどの非開示事由に該当すると判断され得るかを検討する。
　第一に，当該文書を公開した場合に，国，他の地方公共団体等との協力関
係を著しく損なうと認められるものであるときは，協力関係情報非公開の規
　磯部哲・前掲注21）66頁
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定（例えば枚方市条例６条４号）を根拠に非公開とされる。しかし，市町村
教委が，それぞれの判断で自らの結果を公表する機会を奪うことが地方自治
の趣旨に反するというだけで，これに該当するとは判断しにくいと思われる。
これによって以後の当該事務の遂行に支障が生じてはじめてこれに該当する
といえるが，学力調査事務に関しては，島根県答申の例のように，県が市町
村別結果を開示した場合でも，市町村教委が以後の調査への協力を拒否する
というおそれは少ないと認定され，同非開示事由に該当しないという結論に
なることもある。第二に，事務事業情報非公開の規定により，当該事務の適
正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの（例えば情報公開法５条６号）を
根拠にすることがあり得る。しかし，これへの該当性判断でも，第一の場合
の考え方と同様に，これによって以後の当該事務の遂行に支障が生じてはじ
めてこれに該当するといえるであろう。
　これに対し，神奈川県答申の場合は，①すべての市町村教育委員会が，県
教育委員会が調査結果の公開を行うことについて否定的意向を有しているこ
と，②複数の市町村教育委員会が，情報公開審査会から公開すべきと答申さ
れたにもかかわらず，当該調査結果を公表しないという判断を行っているこ
と，から，市町村別結果を公表しないという強い意向を持つ市町村が相当数
あったようである。そして，③「市町村教育委員会が，自ら各市町村におけ
る公立学校全体の状況に関する調査結果を公表している場合においても，調
査結果を踏まえた取組を併せて記載するなど，その公表方法は様々である」
ことから，結果を公表する場合も市町村教育委員会の公表方法を尊重するこ
とが適当であるとの結論であったと思われる。
　学力調査の市町村別結果は，当該市町村が公開するかどうか，そして公開
する場合どのような方法で公開するか判断することが本来望ましいであろ
う。ただ，当該市町村がその情報を独占する権限を持っているわけではな
く(27)，各市町村の意向だけで公開されるかどうかが決まることが妥当である
ともいえない。学力調査の市町村別結果の情報を国も都道府県も保有してい
るが，それぞれの事務遂行上，その情報を保有する必要あるいは必然性があっ
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て保有しているものと考えられる。学力調査の市町村別結果の情報について
いえば，国も都道府県も，学校教育に関する施策を立案・実施する際にこれ
を利用することがあるわけである。
　そうすると，情報公開請求に対する決定は，あくまでも，当該地方公共団
体の情報公開条例の規定に基づき，非開示とすることができるかどうかを，
公開が原則であることを踏まえつつ判断するということに立ち戻るであろう。
六　おわりに
　論点１及び論点２の結論をまとめると，次のとおりである。
　論点１「学校別調査結果を公開することが全国学力調査事務の遂行に支障
を及ぼすおそれがあるかどうか」については，７件の判例，13件の審査会答
申の結論は分かれている。しかし，内容を見ると，それぞれの地域の社会的
事情，学校の規模，児童生徒の構成や実態等の実情を具体的に検討し，判断
していることがわかる。一部の地域で学校別の結果を公表した結果として序
列化や過度な競争が起きている事実は確認できないということのみで，各地
域で一般的に学校の序列化や過度の競争の事実が生じていない，あるいは将
来生じるおそれがないと言えるのかは疑問であり，それぞれの地域の諸事情
を具体的にかつ慎重に検討し，判断すべきであろう。
　論点２「市町村別調査結果を都道府県教委が公開することが，市町村の団
体自治を侵害することになるかどうか」については，都道府県教委の判断だ
けで開示することは，市町村教委がそれぞれの判断で自らの結果を公表する
機会を奪うおそれが生じる。しかし，学力調査の市町村別結果の情報は市町
　類似の考え方は，著作物の情報公開に関する著作権法の規定に見られる。著作者は，
自ら創作した情報について，公表するかどうか決定する権利が著作権法18条で認められ
ているが，情報公開法制定に伴う改正で，著作者がその著作物を行政機関に提供した場
合は，行政機関情報公開法の規定により，当該著作物を公衆に提供し，又は提示するこ
とについては，著作者が公表に同意したものとみなすこととなっている。独立行政法人
等情報公開法，地方公共団体の情報公開条例及び公文書管理法の規定により，当該著作
物を公衆に提供し，又は提示する場合も同様である（著作権法18条３項１号から４号）。
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村の独占できる情報ではなく，国も都道府県も，学校教育に関する施策を立
案・実施する際にこれを利用するものである。したがって，情報公開請求に
対する決定は，あくまでも，当該地方公共団体の情報公開条例の規定に基づ
き判断するということに立ち戻るであろう。
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